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研究成果の概要（和文）：多問題家族の政策評価に関する調査研究は国内外で希少であり、本研究は、ソーシャ
ルワークの労働過程を含めて、「統制」「合理化」「抵抗」という独自のガバナンス理論から考察を進めてき
た。代表者は研究成果として、著書『貧困ガバナンス論―日本と英国』晃洋書房、ⅰ-265、2019年3月30日を出
版した。同書は、「統制」「合理化」「抵抗」のガバナンスの視点から、貧困や逸脱行為の課題を抱える多問題
家族を実証的に検討しており、政策評価として、日本の生活保護制度・生活困窮者自立支援制度、英国の困難家
族プログラムを対象とし、理論と実践を結びつけた総合研究として結実させている。

研究成果の概要（英文）：Research studies on policy evaluation of multi-problem families are scares 
in Japan and overseas, and in this research project, we have developed the unique governance theory 
of "control," "rationalization," and "resistance," including the labour process of social work. As a
 result, the representative of the research team published the book "Poverty Governance Theory Japan
 and the United Kingdom", Koyo Shobo, i-265, March 30, 2019. This book empirically examines 
multi-problem families that are bewildered by some wicked issues of poverty and deviant behaviour, 
from the perspective of original governance theory. Policy assessment of family programmes and 
social assistance in both countries are successfully analysed, resulting in a comprehensive research
 that links theory and practice.

研究分野： 社会福祉学

キーワード： 生活困窮世帯　困難家族　貧困　失業　不登校　家族コーディネーター

  ３版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
多問題家族対策の有効性を検証するために、生活困窮者自立支援制度および困難家族プログラムを比較検討する
形で、組織ガバナンス(政策意図と制度設計、中央地方の政府間関係、委託などの公私関係)、ソーシャルワーク
(対象者の相談、専門的な福祉課題の解決に向けた取り組み、資源の調整)、費用負担(国の予算、地方補助金の
交付、プロバイダーへの出来高払い)の視点から検討した。このような研究手法は、社会福祉学に加えて、家族
社会学、社会政策学、公共政策学などからのアプローチを必要とし、学術的かつ学際的研究として成立してい
る。またその政策評価においては、すぐれた社会的意義が認められると考える。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 

2010 年から 2012 年にかけて、英国の福祉政策は大幅に変更された。2010 年に政権交代があ

り、2011 年に世界経済の不況と財政赤字がピークに達したことから、緊縮財政が政策基調とな

り、福祉は大きく見直された。これらの事象に起因して、2011 年 8 月に大都市で大規模な暴動

が発生し、治安と福祉の両面での対応が求められた。その典型的な国家施策が困難家族プログラ

ム(Troubled Families Programme)であった。英国には生活困難な状況にある多問題家族が一定

数存在し、その支援は積年の課題であった。 

 
２．研究の目的 

英国で社会問題になっている多問題家族への介入を調査研究のテーマに据えて、地方自治体

と社会的企業が実践する共同支援プログラムに焦点を絞り、福祉ガバナンス、多機関型アプロー

チ、成果主義、事業評価を考察することとした。具体的には、多問題家族の生活実態に関する国

のインテリジェンス・システムとその分析手法、地方自治体による多問題家族対策の現状と課題、

地方自治体と社会的企業の融合的編成とその有効性、政府・自治体・社会的企業の福祉ガバナン

スの構造と機能を検証することであった。 

 
３．研究の方法 

研究会を月に一度開催し、主に内務省内コミュニティ地方自治省が発表する一連の困難家族

プログラムの報告書に関する文献研究を行った。現地調査の方法はヒアリング、フィールドワーク、

資料収集で、ヒアリングはコミュニティ地方自治省、ロンドンや地方都市の福祉関係課、社会的

企業に対して行った。コミュニティ地方自治省や地方自治体に対しては質的調査を行い、コーデ

ィングによる分析を行った。調査研究をさらに精緻にフォローアップするために、英国の研究者や

実務家を招聘して、国際セミナーや研究会を開催し、情報・知見を豊富化した。さらには、日本

の実務者との研究交流を通じて、生活困窮者自立支援事業との比較検討を行った。以上から、多

問題家族への介入策の有効性を全体論的に検証した。 

 
４．研究成果 

代表者は研究成果として、著書『貧困ガバナンス論 日本と英国』晃洋書房、2019 年 3 月 30

日を出版した。同書は、貧困ガバナンスの視点から、日英の貧困・生活困難層の施策を比較検討

したものである。実証的な考察作業として、国の地方への法と行財政を通した統制の実態、地方

自治体での合理化のプロセス、当事者やソーシャルワーカーからの要望や抗議などの点を踏ま

えて、日本の社会扶助と、英国のアクティベーション・困難家族プログラムの比較研究を行った。

同書は理論と実践を結びつけた総合研究として結実している。 

 
概念図 英国の多問題家族と自治体・社会的企業の共同支援プログラムに関する研究 
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英国の多問題家族と自治体・社会的企業の共同支援プログラムに関する研究の成果報告 
 
(1)目的 
多問題家族対策の有効性を検証するために、英国の困難家族プログラム(Troubled families 

programme)を対象にして、組織ガバナンス(政策意図と制度設計、中央地方の政府間関係、委託
などの公私関係)、ソーシャルワーク(対象者の相談、専門的な福祉課題の解決に向けた取り組み、
資源の調整)、費用負担(国の予算、地方補助金の交付、プロバイダーへの出来高払い)といった
視点から調査研究した。 
 
(2)多問題家族と英国の家族介入政策 
2012 年の都市暴動を契機として、治安維持と福祉の充実の両面で、国は貧困・生活困難家族

への支援を開始した。その国家事業が困難家族プログラムであり、本研究期間においては、第 1
フェーズと第 2フェーズとなって展開した。 
1)困難家族プログラムの第 1フェーズ 
キャメロン首相は、2012 年～15年までを目標達成期限に据えて、イングランドの 12 万の困難

家族の生活を改善するプログラムを開始した。その目標は、①子どもを学校に通わせるように支
援し、②青少年犯罪と反社会的行動を減らし、③成人を就労させ、④困難家族で費やしている公
共サービス費用を引き下げることであった。その後この事業は規模および費用で拡大していっ
た。その介入方法は、対象家族を複数の機関とかかわらせ、家族内の特定の個人に焦点を当てて
きた。政府は、専属ワーカー、(当該家庭に寄り添った)ハンズオン支援、継続的なアプローチ、
関係者が情報を共有する手法、多職種間での目的の共通化といった介入行動をとっている。 
2)困難家族プログラムの第 2フェーズ 
同プログラムはさらに 40 万世帯にまで対象を拡大し、初年度（2015 年から 2016 年まで）は

2億ポンドの予算であった。プログラムの拡大に伴い、問題家族は以下の 6つの項目のうち、最
低 2つは満たさなければならないとされた。①両親、または子どもが犯罪、または反社会的行動
に関わっていること。②普段から学校に出席していない子どもがいること。③支援の必要な子ど
もがいること：支援が必要な子どもの規定は、支援を必要としている、または児童保護法案の対
象となっている全年齢の児童と定義された。④失業状態、または金融排除を受けている成人、ま
たは失業の危険性のある若者がいること。⑤家庭内暴力にさらされている家族。⑥多様な健康上
の問題のある親や子ども。これらの基準は、第 1フェーズよりも広く定義されている。 
 
(3)地方自治体の動向 
イングランドのすべての 152 の上位自治体(基礎自治体レベルより上位)が同事業に参加して

おり、これらの地方自治体は困難家族の数を把握している。費用面では、出来高払いで、政府は
地方自治体に先の 4 億 4,800 万ポンドを補助金の形で支出した。これは 1 家族につき 4,000 ポ
ンド、支援額の 40％に相当する。また政府は困難家族コーディネーター(プログラムの監督)の
全国ネットワークを設けている。犯罪、反社会的行動、教育、就労促進といった成果に関しては、
評価のうち１つが未達成であっても、成果に対する支給は全額支給された。 
 
(4)困難家族プログラムの財政 ―成果主義型財政スキーム― 
政府は 2012 年 4 月に、4 億 4,800 万ポンドの困難家族プログラムに着手した。拡大されたプ

ログラムは幅広く家族の問題に焦点を当てており、家庭内暴力、子どもが問題を抱える家族、心
身の多様な問題を抱える家族を含めている。成果は次の通りである。①スタッフは、同プログラ
ムのアプローチに対して肯定的である。②地方自治体のサービス改革は進んでいる。③他分野の
専門職者は、従来の家族支援の方法を変えようとしており、ジョブセンタープラスの姿勢にも変
化が表れている。④キーワーカーは重要な役割を果たしている。家族との関係性と信頼を築くた
めに多くの時間をかけており、家族は高く評価している。⑤地方自治体は訓練やマンパワーの開
発資源を整備している。⑥プログラムの終了後も、肯定的な成果が維持されるように、地域のサ
ービス連携を工夫している。⑦精神保健サービスのアクセス向上を優先している。 ただし、改
善を示していないのは学校の出席率である。介入前と介入開始 12 か月後を比較して、学校の出
席率に変化はあまりみられなかった。このプログラムを通じて学校への出席は改善しているも
のの、この変化は 2％未満とわずかであった。(Department of Housing, Communi ties and Local 
Government, Supporting Disadvantaged FamiliesMarch 2018) 
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(5)困難家族プログラムの費用対効果 
公共財政の観点から、費用の節減額を測定することは、同プログラムの最優先事項である。こ

の検証作業は地元自治体から出されたデータが基礎になっており、中央政府によって分析され、
介入の影響とコスト節減の関係を精査している。得られたデータは、地方レベルで費用便益分析
の開発にも活用されている。地方自治体はこの情報を使って、財政的便益を把握し、地方の意思
決定とコミッショニングに活かそうとしている。 
 
(6)困難家族プログラムへの批判 
困難家族プログラムの構想とその運営には、専門家から批判がある。それらは以下の 6点に要

約できる。 
①困難家族プログラムは自立につなげることが可能なのか?―同プログラムにおいて単に介入を
続けることは、家族のストレングスを引き出せず、自立につながらない結果を生み出しかねない。
実際には家族全体の介入は困難で、家族形態の多様性をほとんど考慮していないというという
意見がある。 
②言葉に問題はないか?―評価基準で用いられている生活の「生活の改善・再建(turn around)」
という表現は誇張した表現ではないか。 
③拡大と希薄化に問題はないか?―プログラムの拡大に伴う懸念が広がっている。第 2フェーズ
で、12 万から 40 万の家族へと拡大した改正案は安易ではなかったのか。評価の時間軸として、
家族の変化を確認するにはタイムスパンが短すぎる。対象層を拡大した結果、サービスの希薄化
が生じる可能性がある。 
④早期か、危機介入か?―対象家族が増加するのに伴い、地方自治体は従来から実践してきた「早
期援助」など、既存ソーシャルワーク制度を利用しがちである。「サービス改革」を目指す同プ
ログラムの趣旨と齟齬が生じているのではないか。 
⑤レッテル―「困難家族」というレッテルを貼られることは、家族には恥辱であり、反発と抵抗
につながる。支援プログラムはエンパワメントを促進し、広範な社会変革にかかわるべきである。
困難家族プログラムの対象家族が社会で否定的な目で見られることへの配慮は十分なのか心配
である。 
⑥出来高払い制―政府の評価報告書は、対象世帯の 99％に生活状況の改善がみられ、出来高払
いの報酬基準を満たしたことを明らかにしている。この異常なまでに高い達成率の理由は、報酬
基準が正常と認定した「生活改善」ではなく、家族群の全体的な変化を測定したものである。し
たがって、目標達成に導くミスリーディングな申告になっている可能性がある。 
 
(7)おわりに 
報告の総括として、3つの点を明らかにしておきたい。 

①困難家族プログラムにおけるソーシャルワーカーの立ち位置が微妙である。ソーシャルワー
カーは失業者、ひとり親家族、非行少年などが抱える困難な問題に直面するが、同時に統制管理
または抑圧の役目を果たすこともあり得る。その意味でソーシャルワークは決して政治的に中
立ではあり得なくなり、時には権力をもって管理し、国家権力の一部に組み込まれるケースも想
定される。 
②家族心理学からアプローチをする専門家や、異なった社会問題の意識を持つスタッフが同プ
ログラムでどのように協働していくのか。そして、異なる専門性をどのように総合化するのか。
特に警察関係者が参加する場合、彼らが支援者として援助するのか、社会防衛の監視者として関
わるのか。多職種の専門家がどのように協働するのかという点で、チームアプローチの真価が問
われる。実地調査では、多職種チームの有効性は認められず、社会的企業の関わりも弱かった。
むしろ直営主義が貫かれており、自治体ソーシャルワーカーの関与が強かった。 
③費用は果たして適切な規模なのか。困難家族の課題を軽減、解消するには、専門職者の人件費
を含めて、社会問題対策に見合う多額の費用を必要とする。緊縮財政下にあって、予算の持続性
は不確実である。 
 
(8)参考文献 
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